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物流効率化促進事業費補助金交付要綱

（補助金の交付）

第１条 知事は、令和６年４月にトラック運転手の時間外労働の上限規制が厳格化され

たこと等により、トラックによる輸送能力不足が懸念される「物流の2024年問題」に対

応するため、徳島県内の営業用トラック事業者及び荷主事業者が行う物流の効率化に資

する設備投資や多様な人材確保のための環境整備に要する経費に対し、予算の範囲内で

補助金を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和５８年

徳島県規則第５３号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定める

ところによる。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るところによる。

（１）営業用トラック事業者とは、県内に本社又は営業所を有する一般貨物自動車運送事

業者（いわゆる霊柩事業のみを営む者を除く。）又は特定貨物自動車運送事業者をい

う。

（２）荷主事業者とは、県内に本社又は営業所を有し、トラック事業者等が行う輸送にお

いて「貨物を引き渡す者（発荷主）」、「貨物を受け取る者（着荷主）」、「貨物の輸送

を請負わせる者（元請事業者）」であって、中小企業基本法（昭和３８年法律第１５

４号）第２条第１項各号に規定する中小企業者及び同条第５項に規定する小規模企

業者並びに個人事業主（みなし大企業は除く。）及び企業組合・協業組合・協同組合

等の組合及びその連合会をいう。

（３）みなし大企業とは、次のいずれかに該当する中小事業者をいう。

（ア）発行済み株式の総数又は出資価格の総額の２分の１以上を同一の大企業が所

有していること。

（イ）発行済み株式の総数又は出資価格の総額の３分の２以上を複数の大企業が所

有していること。

（ウ）大企業の役員又は職員を兼ねている者が、役員総数の２分の１以上を占める

こと。

（補助金の交付対象者）

第３条 この補助金の交付対象となる者は、営業用トラック事業者及び荷主事業者であ

って、次の各号のいずれにも該当しない者とする。

（１）法令遵守上の問題を抱えている者

（２）県税を滞納している者

（３）宗教活動や政治活動を目的にしている者

（４）申請者又は申請者の役員等が、暴力団等の反社会勢力又は反社会的勢力との関係

を有する者

（５）その他補助金を交付することについて、不適当と認める事由を抱える者

（補助対象事業等）

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、荷待ち及



び荷役時間削減等を目的とした物流の効率化に資する設備の導入を行う事業（物流の

効率化事業）及び若者、女性、外国人その他多様な人材確保を目的とした環境整備を

行う事業（人材の確保事業）で、次の各号に掲げる要件を全て満たすものとする。

（１）本補助金の交付決定後に着工し、又は着手するものであること。

（２）設備の導入は、リース契約によるものでないこと。

（３）設備の導入等をする物件は、販売を目的とするものでないこと。

（４）前各号に定めるもののほか、知事が別に定める要件

（補助対象経費等）

第５条 補助対象経費及び補助率等は、別表に掲げるとおりとする。

（補助金交付申請書等）

第６条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。

２ 規則第３条の知事が定める書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）補助事業計画書（別紙１）

（２）収支予算書（別紙２）

（３）宣誓書（別紙３）

（４）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第３条の知事が定める期日は、別に定める。

４ 第１項の申請書を提出する者が、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）における

納税義務者である場合（簡易課税事業者である場合を除く。）には、第１項の申請書を

提出するに当たって、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費

に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税として控

除できる部分の金額及び当該金額に地方税（昭和２５年法律第２２６号）に規定する

地方消費税率を乗じて得た金額の合計額をいう。以下同じ。）を申請額から減額して申

請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕入れに係る消費

税等相当額が明らかでない場合は、この限りでない。

（補助金の交付の条件）

第７条 規則第５条第１項各号に掲げる事項、規則第１５条の２に規定する事項及び次

の各号に掲げる事項は、補助金の交付の決定の条件となる。

（１）補助事業者（交付決定後に、消費税法における納税義務者になった者に限る。）は、

補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税等仕入控

除税額が確定した場合、消費税及び地方消費税の額の確定に伴う報告書（様式第２

号）により、速やかに知事に報告しなければならない。

（２）知事は、前号の報告があった場合、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部の

返還を命ずることがある。

（３）補助事業者は、補助対象経費により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取

得財産等」という。）については、補助事業の完了後においても、取得財産等管理台

帳（様式第３号）を備え、その保管状況を明らかにし、善良な管理者の注意をもっ

て管理するとともに、補助金の交付の目的に従って、その効率的な運用を図らなけ

ればならない。



（軽微な変更）

第８条 規則第５条第１項第１号の知事が定める軽微な変更は、補助対象経費の事業区

分ごとに配分された額について、その２０パーセント以内の金額の変更をいう。

２ 規則第５条第１項第２号の知事が定める軽微な変更は、補助金額に変更のないもの

で、次に掲げる変更をいう。

（１）補助目的に変更をもたらすものではなく、かつ、補助事業者の自由な創意により、

より能率的な補助目的達成に資するものと考えられるもの

（２）補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更であるもの

（変更の承認の申請等）

第９条 規則第５条第１項第１号及び第２号の規定による知事の承認を受けようとする

者は、補助事業変更承認申請書（様式第４号）を知事に提出しなければならない。

２ 規則第５条第１項第３号の規定による知事の承認を受けようとする者は、補助事業

中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を知事に提出しなければならない。

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、補助事業

遅延等報告書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第１０条 補助事業者は、知事が別に定める日を基準日とする補助事業の遂行状況につ

いて、補助事業遂行状況報告書（様式第７号）を作成し、知事が定める日までに提出

しなければならない。

（実績報告書等）

第１１条 規則第１１条の実績報告書は、様式第８号による。

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、次に掲げるとおりとする。

（１）補助事業実績書（別紙１）

（２）収支決算書（別紙２）

（３）その他知事が必要と認める書類

３ 規則第１１条の規定による実績報告書は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認

を受けた日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の

３月３１日のいずれか早い期日までに提出しなければならない。

４ 第６条第４項ただし書きにより交付の申請を行った補助事業者は、実績報告書の提出

前に補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかになった場合には、これを補助金額

から減額するよう手続を行うものとする。

（補助金の請求）

第１２条 規則第１２条の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金請求書（様式

第９号）に当該通知に係る通知書の写しを添えて、知事に補助金の請求をしなければ

ならない。

（補助金の支払）

第１３条 知事は、前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。



（補助金の概算払）

第１４条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補

助事業者に対し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することがある。

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは、補助金

請求書に理由書その他知事が別に定める書類を添えて知事に補助金の請求をしなけれ

ばならない。

（成果の発表）

第１５条 知事は、補助事業により行った事業の成果について必要があると認めるとき

は、補助事業者に発表させることができる。

（証拠書類等の保管）

第１６条 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は

廃止の承認を受けた日の属する年度の翌年度から起算して５年間とする。

（財産処分の制限）

第１７条 規則第１７条の規定による知事の承認を受けようとする者は、取得財産等の

処分承認申請書（様式第１０号）を知事に提出しなければならない。

２ 規則第１７条第２号及び第３号の知事が定める財産は、取得価格又は効用の増加価

格単価１０万円以上のものとする。

３ 規則第１７条の知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭

和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する期間（同令に定めのない財

産については、知事が定める期間）とする。

４ 知事は、規則第１７条の承認をする場合、当該取得財産等が前項に定める期間を経

過している場合を除き、補助事業者が取得財産等の処分をすることにより収入がある

ときは、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。

（交付決定の取消し等）

第１８条 知事は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、本補

助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した本補助金の全部若

しくは一部の返還を請求することができる。

（１）この要綱の規定又は交付決定に付した条件に違反したとき。

（２）偽りその他不正な手段により本補助金の交付を受けたとき。

（３）第９条の規定により補助対象事業の中止の届出があったとき。

（４）本補助金の使途が暴力団等の利益になると認められるとき。

（５）前各号に掲げるもののほか、知事が特に必要と認めるとき。

（書類の提出部数等）

第１９条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類は、２部（正１部、写し

１部）とする。

附 則

この要綱は、令和６年１０月８日から施行する。



別表（第４条関係）

補助対象事業 補助対象経費 補助率及び 補助対象者

区分 事業内容 補助上限額

１ 輸送の効 配車計画システム・車両 １補助率 営 業 用 ト ラ

率化に資す 動態管理システム等の導 ２分の１以内 ッ ク 事 業 者

る機器・シ 入費、デジタルタコグラ 及 び 荷 主 事

ステムの導 フ・エコタイヤ等の機器 ２補助上限額 業者

入 購入費等 合計２００万円

物

流 ２ 荷役作業 標準パレット・カゴ台車

の の効率化を ・フォークリフト・アシ

効 図る機器等 ストスーツ等の資機材の

率 の導入 購入費等

化

事 ３ 共同配送 共同配送システムの導

業 や中継輸送 入、中継拠点の使用料、

の実施 コンサル料等

４ 荷待ち時 倉庫の整備・改修、荷待 １補助率

間の短縮に ちトラックの駐車スペー ２分の１以内

資する施設 ス整備等

等の整備・ ２補助上限額

改修 合計１,０００万円

５ 職場の環 シャワー室、女性専用の １補助率 営 業 用 ト ラ

人 境整備 休憩室、更衣室等の整備、 ２分の１以内 ック事業者

材 託児スペースの設置等

の ２補助上限額

確 ６ 就職説明 就職説明会の開催・出 合計２００万円

保 会・研修の 展、研修等の開催・参加、

事 開催、資格 運転免許や資格の取得支

業 取得支援 援、人材募集のためのホ

ームページ作成費用等

備考

（１）この表に掲げる経費であっても、過剰と見なされるもの、将来用、兼用及び予備

用のもの並びに補助対象事業以外において使用することを目的としたものに係る経

費は補助対象としない。

（２）補助対象事業となるものは、補助対象経費の全体額（物流の効率化事業及び人材の

確保事業に係るものの合計額）が１００万円を超えるものに限る。

（３）新たな取組として必要な経費を対象とし、既存経費を振り替えて計上することは認

めない。

（４）補助対象事業について国又はトラック協会等の事業者団体等から補助金交付決定を

受けている場合又は申請する予定がある場合は、当該交付決定額又は見込額を補助対

象経費から控除した額以内の額を補助対象経費とする。補助金以外に補助対象経費の

支出に充てる収入がある場合も同様とする。



（５）１から５の補助対象事業の補助対象経費は、システムの開発費用、機材・設備の購

入費用等の初期費用（いわゆるイニシャルコスト）のみを対象とし、システムの通信

費、保守管理料、機材・設備のリース料等（いわゆるランニングコスト）は対象とし

ない。ただし、中継輸送の拠点として倉庫・土地を借り受ける場合の賃借料は対象と

する。

（６）６の事業の補助対象経費は、就職説明会の開催・出展に係る会場使用料、講演料、

登録料及び出展料、多様な人材確保のための研修等の開催・参加や人材育成研修制度

・キャリアパス制導入に係る会場使用料、講演料、委託料及び従業員の研修参加費用、

新規採用者や従業員の運転免許・資格取得費用を事業者が負担した費用等を対象とす

る。

（７）補助対象事業以外の事業活動においても使用することが可能な汎用品は補助対象事

業に必要不可欠なもののみ対象とし、目的外使用は不可とする。

（８）補助金の額は、補助対象経費に補助率を乗じて得た額（千円未満切り捨て）とす

る。


